
中国経済の「調整」と「改革」について
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はじめに

1981年に入門て以来，中国は1979年に始まった

「経済調整」を再強化するとの方針のもとに，厳

しい緊縮政策をとるようになった。それは経済建

設のテンポに影響を及ぼすのみでなく， 19ワ9年以

来，おし進められてきた経済管理制度改革の動き

にも大きな影響を及ぼしている。

1981年2月， 2週間にわたり北京市，四川省、

c，＆郁1ri，重慶市），上海市の4都市を視察する機会
が得られた（ltl）。北京では各経済関係研究機関，

国務院経済関係部門を訪問し，中国経済全般の当

面する諸問題に関して意見交換を行なった。経済

改革のモデJレ地域である四川省においては， 1979

年以来の企業改革，農業生産体制改革，商業・流

通システム改革の状況の視察を行なった。

今次の中国視察で得られた調査内容をベースと

して，中国経済の当面する問題点，特に「経済調

整」再強伯の背景と経済管理体制改革との関係に

ついて分析を試みたい。

問題は多岐にわたるが，紙面の関係で農業生産

体制改革，商業改革，対外貿易体制改革は割愛せ

『アジア経済』 X沼ー4(1981. 4) 

丸 崎山 伸 郎

ざるを得なかった。

本文中，事実ないしデーターに関し特に出所に

注釈がない場合，今次訪中の際の中国側関係者か

らのヒアリングにもとづくものである。

(jl:1) ’lo¥1HI：会科学院のHl,ii＼＇で， ll中経済協会が

派泣した「ll’ド経済協会調丘委員会訪中代表団」（団長

引附義一点郎大学絞済研究所所長）に参加し訪中した

( 2月10～2211〕。

中｜刊での，llitlll機関は以下のとおり。

〔北；；（〕一一中同社会科学院経済研究所，陶工業経済研
究所， J,,J農業経済研究所，闘家計副委員会，同家法コキ；

主E設委員会，対外貿易部，財政音（，

〔！文部〕ーーボ伴，・u:閑川匂党安第一／tit＇.，四川手 HI：会科

学院経済研究所，鋲橋人民公判，四川第一愉車内級「JJ~~

I,!"', J必伺l無縫制＇ffl,fl,i，四川省生産資料服務公司

〔正〔際司i〕ーーポ殴iii経済委員会， ill:駿鎚表聯合公c,J,

,f( 県上＜ il:/;l~:l.J/'ijl(/if, 介公司， of.(殴T!J¥l;j・貿弁公正， if（山1j

n公司
〔上海ill］一一上海社会H学院，上海'.1'.山剣鉄1:.i),:

I 「経済調整」再強化の背景

1. 中国経済の「潜在的危機」

1981年から厳しい経済引締めが行なわれるよう

になった背景には，全般的な経済情勢は良好であ

るが，その中に「潜在的危機」が存在していると

いう中国の現状認識があった。

『人民日報』の表現を借りると， 「…目・・すばら

しい経済情勢の中にもー穫の危険な要因が潜在し

ている。それは財政面の巨大な赤字であり，通貨
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郷］；愛国家財政収支

（単位：億元〉

I I r ，竺l－＇性，I-，回1年1977年 1978年｜

決一~·~~··宇（？一竺L~ 竺主竺！宍到王詞長五予算
I .,. .• 11 121.1 歳入

うち各種税収 400.53 451.0 I 539.4 I 537.8 I 4 i I 
企業および事業収入 325.93 440.0 I 556.3 I 492.9 I 460.6 I I 496.2 I 

歳出
経済建設費
基本建設投資
うち開家予算内
同家予算外

経済事業支出

843.53li, 110.9311, 1加 .011,273.9 Jl,142.911.1卯 .911.124 I 976 
! 500 I sso I 500余 I539 I 550余 I3的

364 I 479 I 3卯 I443.8 I 241.5 I 281 I 241.5 I 170 
69.1 I 84 I I 105 I I 178.5 

（企業改造潜在力発掘資金新
製 費企矧資金追加，）
銀一一一一資金
農業事業支出
（入問支援資金各種農業事
業資泉村救済重量，農業貸付金
増加

文教，衛生，科学事業費
国防戦備支出
行政管理費

日）.7 77 

90.2 I 112.7 
149.1 I 167.8 
43.3 : 49.1 

収支バランス 1. 30.971 10.18 

＜大衆の所得向上に関する主な財政上の｜
追加支出増加額＞（報道されたもののみ）｜
3160万人の職工賃金引上げ I 22 
約2200万人の職工賃金引上げと奨励
金支給
不］9900万人に賃金調整および奨励金
支給
過去に迫害を受けた者に対する補償
金
農産物買上げ価格引上げ
農業生産財に関する価格補助

｝定本消費品に対する価格差補給

農産物超過買上げ補助
物価手当（一人日 5元〉

4;3 

70.5 90.1 77.4 83.4 

訓告t{i~ll じ

fl 61 

100 JI 21.5 
11 10余

ll 78 

68 ＜食料と
食用油のみ）

10 

87 70.::l 

201.7 11 64.0を
60.6 IJ削減

（出所〉 第5期全人代第2回会議における余秋里報告，張効夫報告（1979年6月〕；第5期全人代第3回会議に

おける銚依林報告，王丙乾報告 (1980年8月〕；第5期全人代第17回会議における銚依林報告（1981年3月）。

1980年の国民経済計画執行結果に関する国家統計局公報（「人民日報J81年4月30日〉。
（注） (1) 中国側の発表は，その出所により整合性がない。したがって歳出の各数字は必ずしも合計額と一致し

ていない。歳出の内容に関して，同じく各支出項目を整合的には整理できなν、。たとえば基本建設投資
のーi郁は農業事業費，文教，衛生，科学事業費の中にも含まれる。
(2) 基本建設投資の中で，国家予算外とは，地方と企業の予備資金による投資額である。基本建設投資総

額の中には基本建設準備金，各国借款額とU、う項目もあるが，本表ではそれは落しである。

の発行過多による物価の継続的上昇である。これ

に対し断固たる措置をとらないならば，三中総会

以後，農民と労働者，職員が得た経済的利益は消

えてな〈なり，日々好転しつつある情勢は再び挫

折することになるであろう」世1）という。
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(1) 財政赤字

国家財政は1979年以来， 2年続きの赤字であっ

た。 1979年の 170.67億元の赤字は，財政繰越金

80.4億元と人民銀行から90.2億元を借り入れるこ

とによって帳尻を合わせた（後者については，実際



中国経済の「調整」と「改革」について

第2表所得，消費，貯蓄の動向

年｜ー工｜元一咋ー」小売同月（特預金残高生一

！平均年一）同~i&~I吟収入（？？竺I＿~·都市部｜農村部構塑
1976 I I I 113 I 

1911 I 602 I 64 I 111 I s4u，，川ー 11410 4 I .L .. v.:1 ，胤、l，＂：，＇：，＿；，＇／ 岨、 I 10.6 I I I (3.5%精＞ I 11年計拍、， . ，，.叩
19τ81 645 ! ・4 I I 
' (7.14%増）I(15.6%増＞I I 148 I (8.3%潜）｜？？む＇！，晶、｜ λ~ －二o!.J曲、I 14.7 

19791:&05渋滞！品増）｜舘拡似務%増） IJ'!昆日量｜同増）｜叫 I30.8 

1980 I 803 ！問。 I170 1 

実目1 M潜l師 H ！全国響 I 3臼 ｜名帥鰍増｜ ρ 宅胤、｜？訂U胤、｜ 但
質 6必嘉！ (3伺） ！増 111 (9.9%雌、 rの巧内

n 
ル冒F 実質12.2%増増 、。， .J/OJ'目J 、占＇＂唱 J

（出所） 第1表の出所資料ならびに『経済導報』 1981年1月28日号， 3月4日号； 『紅旗』 No.6, 1981年特約
評論員論文。

上は通貨増発となった〕。

1980年には，当初80億元の赤字予算を組んでい

たが，決算で121億元もの赤字を出した。これに

人民銀行の貸出し超過分約加億元が加わり，国家

全体で事実上170億元の支出超となった。

この帳尻を合わせるため，通貨発行量が76億元

（当初は30億元程度を予定〉にも達した。経済活動

が正常な年で，年平均四億元の通貨増発が普通と

いうことから， 76億元はかなりの規模といえよ

つ。

大幅な出超の原因は，直接的には歳入が伸び悩

みの状況の中で，支出が予算を48億元超過したこ

とである。その内訳けは，基本建設投資（国家予

算内） 20億元超過，農業支援費6億元超過，行政

管理費10億元超過，科学・文教・衛生費9億元超

過となっている。

(2) インフレの進行

1979年以来，中国経済にとっての際立った現象

は，大衆の所得向上により，購買力が急速に増長

したことである。

第2表によれば， 1977～80年の4年間の年平均

商品小売総額増加額は165.15億元（物価上昇分を除

くと実質134億元〉であった。過去1957～76年の20

年間の年平均小売総額糟加額は42億元にすぎなか

った惟2）。都市部と農村部の購買力をみると， 19

70～78年の8年聞における年平均増加額は84億元

であったが， 1978-80年の3年間の年平均増加額

は約'2:15億元となっている。その購買力の来源は

全国の4分の3の職工に対する昇給，奨励金，農

産物買上げ価格引き上げおよび農民の副業収入の

増加， 2660万人が新たに雇用され，賃金支給を受

けるようになったこと，などを主としている。

マクロ的にみた1980年の所得増加による資金フ

ローは次のようになっている惟3）。

f職工（国営・集団企業〉賃金増加 110億元
｜農民の農産物販売収入増 加億元

所得増加額（農民の集団からの分配収入およ o桁
lぴサービス収入増 培M 凪ノU

l労働保険，福祉，社会救済奨学 n，曲二
l 資金，銀行利子など収入増 3叫思ノμ

計 3叩億元

商品販売総額糟加額 340億元

（価格上昇分を控除して実質約200億元）

個人預金増加額 117.8億元

1981年には，さらに購買力の増加が予想されて

いる。つまり1980年下半期に全国職工総数の40%
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の職工に対し昇給が行なわれ，これが1981年に入

り実際の購買力となるく注4〕。さらに非営業機関職

員である学校教員，研究職，技術職，行政機関職

員は， 1978年以来奨励金支給対象から外されてい

たことに対応して， 1981年に彼らに対しでも賃金

の調整を行なうことになった。

一方，購買力の急増により，供給力とのギャッ

プは拡大した。 1979年の購買力増加率は加%であ

ったが，これに対し，商品供給量は15%（当年価

格）に留まったo 国務院の経済関係部門の推計で

は1980年にはそのギャップがさらに拡大した見込

みという。

商品需給ギャップの拡大と通貨発行量の増加も

あって，インフレが進行した。 1979年の小売物価

は5.8%,1980年は約6%，うち副食品小売価格

は13.8%の上昇率であった。

1980年には，商品の供給力不足もあって，大衆

の所得増加分の約3分の1が貯蓄へまわってい

る。 1980年の預金残高は都市部で 278億元，農村

部で 120億元に途している。都市労働者1人当り

230元と平均月収の4カ月分の貯金をもっている

計算である。

インフレの進行の中で，これだけの貯金額は，

潜在的購買力として，いつ消費にまわるか分から

ないという危機感を計画当局者は抱ヤてし、た。

しかしインフレは世界的現象であり，しかも 6

%の上昇率など諸外国に比べれば，まだ安全圏に

あることを考えればインフレに対し過剰反応を示

しすぎるのではないかという意見が，中圏内にお

いてもあるという。しかしこれに対し，計画当局

者は次のような反論をおこなっている。

中国における大衆の所得水準はまだ低くインフ

レに耐えられず，財政危機のおりから，それを財

政で補ってやる財カもない。また中国経済は西側

ラ0

諸国と違い，根本的に供給力不足の経済であり、

インフレ・ショックを吸収するメカニズムを持ち

あわせていないこと，ここからケインズ政策は中

国において適用できえない，とし、う。

中国側の抱く危機感には， 1961年当時の経験が

投影されているという印象を受けた。中国側が明

らかにしたところによると当時，大躍進期の放慢

財政のツケから， 1961年に大幅なインフレとなっ

た。大衆はこれに対し，争って預金をひき出し

（預金総額の3分の1がひき出された），物を買い支

くったとし介。

1981年に入って，中国側の認識にある 1潜在的

危機jとは以上の内容を持っていた。

では次に話を一歩進めて，この危機を生み出し

た背景についてみてみよう。

2. 財政赤字の原因について

(1) 基本建設投資の過熱

基本建設投資が過大になったことこそが，財政

赤字を生み出す最大の要因とされている。その結

論の是非は後に述べるとし，まずその内容をみて

みる。

基本建設投資実績は， 1979年， 80年に財政収入

の約半分の規模に達しており，いづれも予算を大

幅に超過した。

これは以下の背景をもっ。

＜国家計画内の大型プロジェクトの乱立＞

1980年初に大型・中型プロジェクトカ＞1100項目

もあった。これに対し中央は大幅削減の指示を出

したものの，結局これが実行されえず， 1980年末

に依然として 900余ものプロジェクトが実施され

ていた。うち投資額3億元以上の大型ないし超大

型プロジェクトが大きな問題で， 1979年末時点で

上記プロジヱクト数の10%程度を占める。しかし

その規模が大きいことから叩0項目の中の未完成



工事量のなかで76%を占める池5）。

この特大項目の中には， 1978年に日本を始め西

側諸国から買付けた22件のプラント（60～70億ドル

相当〉が含まれる。

海外からのプラント導入フDロジヱクトに関して

は，予想以上に内資（ローカルコスト〉を必要とし

た。中国側の事前調査が不十分なことに加え，当

初の投資規模算出自体がきわめて杜撰であったこ

とに帰因する（注6）。

＜国家計画外投資の過熱＞

I国家予欝内投資額は，予算を超過したものの，

1979年， 80年は，いずれも対前年比減となってい

る。 1980年については，計画外投資の増加が基本

建設投資実績全体を膨張させる要悶となってい

る。

百十脳外投資の来源は地方および企業の自己財源

である。基本建設投資実績にしめるそのシェアー

は， 1980年は約32%強をしめ， 1979年比70%もの

増加となっている。特に国営企業についてみると

その基本建設投資額の中で自己資金ないし，銀行

借入れ資金を使った計画外投資が， 1976年38%,

1979年40%,1980年50%という大幅なものになっ

ている(ff7）。

計画当局者が説明した江蘇省の例を紹介する

と， 19回年度，同省では計画内投資を中央の方針

にもとづき4億元削減したにもかかわらず，結果

的に計画外で8億元増えたという。

地方投資の方向に影響を与えたのが， 1979年以

来の地方分権強化の政策と， 「発揮優勢J 「保護

競争」のスローガンのもとに，地域間の比較優位

原則に基づき地域分業を促進しようという中央の

方針であった。

地方はこの政策に力を得て，原料生産地が，他

省に輸出するより自らその加工業を行なうように

中l説経済の「調整」と「改革Jfこっし、て

なった。原料品価格より加工品価格の方が高いと

いう価格体系上のゆがみも影響している。

さらに19：加年からの財政制度改革が行なわれ，

地方企業収入は地方財政の固定収入となったた

め，地方当局は利益率の高い消費財生産企業の建

設に一斉に走ることになった。

1980年一年だけで，約1万もの企業が設立さ

れ，小工場が乱立した結果，原料の奪い合いが起

これ いわゆる「以小携大j「以落后梼先進J（小

さく技術水準の低い工場により，大型の先進企業は原料

権保ができず，操業率を低下させている〉の現象があ

らわれた。

問題の背景は二つある。

第1には予算外資金管理がルーズになっている

ことである。企業の基本建設投資に関して，本来

固定資産の拡大再生産に関する資金使途は限定さ

れており，「新製品試作費」「企業の改造，潜在力

発掘費jなどいわゆる「更改資金Jと区別されて

いる。それにもかかわらず， 1980年においては，

この後者の資金が前者に転用されるケースがかな

り一般化した。現実に企業活動においては区分し

でも意味がないことを，財政システム上の区分か

ら分けていることに混乱が生ずる背景があろう。

それとも制度に関する法則・規則の確立が遅れて

いることに根源があるのか，見解の分れるところ

であろう。

同じようなことは，企業がなにゆえに盲目的に

建設されるのか，地方資金の使途に歯止めがない

のかという問題についてもいえる。中国側の見解

では，関連法規が不備であったことに加え，市場メ

カニズムが十分機能していないことにも原因を求

めるようになっている。しかし後者について，国

民経済に大きな不均衡が存在する現状のもとで，

市場メカニズムに頼って問題を解決しようとする
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ことは，大きな社会問題を発生させることになる

という。したがって市場メカニズムによる調整を

排除すれば，残る方法は中央の統制強化しかな

く，これが不十分であったことに混乱の要閣を見

出そうとすることになる。

第2の背景は，地方なり企業が大きな自主財源

を持っているからに他ならない。この問題につい

ては，財政樹度改革と密接な関連を持っている。

次にこの問題にふれてみる。

(2）財政制度改革

中国における伝統的な財政制度は「統収統支J

と呼ばれるものであった。

中国の国家予算は中央予算と地方予算（省予算，

直轄市予備，自治区予定〉とに分かれる。地方予算に

ついては，中央で主な収入と支出，留保率等に関

し，統一規準を設定する。地方は中央の監督のも

とにこの規準に沿って収入，支出行為を行なう

（統一指導，分級管理と呼ばれる〕。 この体制のもと

で，地方予算は中央で確定することから，一般的

に地方財政の黒字分は国家に上納し（中央と地方で

分配する場合もある〉，赤字の場合は補填される。

1950年代以降，財政体制改革が何度どなく行な

われてきたが，っきつめればその内容は中央の地

方財政に対する統制の強弱をめぐるものであった

といえる。

国家財政の歳入，歳出構造をみると，第3－友の

ようになっている。

大躍進期の1958年を例外とすれば，近年の傾向

として，国家歳入の大半を地方財政が賄っている

が，歳出については，中央の支出が依然としてか

なりのシェアーを占めている。しかし地方の歳入

の中には，地方分権化政策にともない，本来中央

に帰属すべき企業収入が，地方管理に移されたこ

とにより地方の収入となったり，閉じく1978年か
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ら一部の税金（屠殺税，都市不動産税，車船ライセン

ス税など5種〉がすべて地方固定収入になったこと

などを考慮する必要があろう惜8）。元来，中央と

地方財政の区分といっても，そう明確なものでは

なく，制度変更によって，両者のシェアーはどう

でも変わるものである。

1978年から地方分権を強める方針のもとに，何

回かの制度改革の実験が試みられてきたが，そこ

での経験をふまえ， 1980年からさらに一歩進めら

れることになった（注9)0 

広東省，福建省の両経済特区と財政補助を必要

とする少数民族自治区を除き，全国的に「画分収

支，分級包幹jのシステムに移行した。その概略

は次のとおりである。

0中央財政と地方財政の収支範囲を次のように

区分する。

［収入 1支出
｜ ｜ 中央の基本建設投資，I It企業の流動資金，潜
I I カ開発改造資金・新製一l回抑制iQI臨
｜ 他収入 ｜業，農村・水利・気象等

！事業費，工業・交通商業
部門の事業費，行政管理
｜費等

｜ 地方の基建投資，地方
｜企業の流動資金〔中央の
l代建項目の流動資金合

固定収入：地方所属1む〉，改造資金・新製品試
の企業収入，塩税，｜作費，公社支援支出，農村

地方財政｜ 農牧業税，工商所｜・水手I］・気象等事業費，
得税J地方税，地｜工・交・商業部門の事業
方のその他収入 ｜費，都市維持費，人防経

I費，都市人口の下郷経費，
文教衛生科学事業費，社
会救済費，行政管理費等

（出所） 「関子実行“両分収支，分級包幹”財政管
理体制的暫行規定」 （『中華人民共和国国務院公
報』 1980年第l号 No. 328; 『中国経済研究月
報』 JETRO1980年10月号所収の邦訳より）。
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済管理』 1979年5号朱福林，項懐誠論文よれ

0中央部門の直接管理の企業の収入は，その80

%を中央に納め， 20%は地方財政に帰属させる。

0工商税は，中央と地方の調整財源とする。つ

まり， 1980年の地方財政の収支規模は1979年の実

績にもとづき中央が確定する。その際1979年が黒

字であった場合，従来どおりその剰余額の一定比

率を上納する。赤字であった場合，その不足分は

工商税収入について，その中央と地方の分配比率

の調整によって補う。

0この調整比率は5年間固定し，地方が多くの

収入をあげれば，それに応じ支出を増やしてよい

（「多収多支」〉。

以上の新制度の特徴は，地方画定収入財源が増

え，それだけ地方財政の機動力が増したことであ

る。逆にいえば，中央の財源が減ることに他なら

ない。

大きな問題点としては， 1980年の予算が1979年

の実績をベースにしていることがあげられる。つ

まり1979年に赤字であった省は，工商税収入の大

きな比率を補填分としてもらい， 1980～84年の

間，収支状況にかかわりなしその比率が続けら

れる。黒字であった省は，今後の財政状況にかか

わりなく，低い工商税の分配比率となる。もっと

も赤字となり，工商税の分配比率でも補填できな

中国経済の「調整」と「改革」について

い場合には，中央財政から直接補助金を支給する

ということで，歯止めがかけられている。

阿川省の例をみてみる。

同省は1979年決算で16億元の支出超であった。

したがってその補填として，工商税収入21.43億

元の中から， 72%にあたる 15.43億元を得た。こ

こから四川省は1980年以降，工商税収入の72%を

常に得ることができるようになった。結果として

1980年の決算では，過去2～3年以来，始めて黒

字に転化した（もちろんこの黒字分の一部は上納する

ことになろう〉。

新制度においては，中央の所得分配機能（地方

財政の黒字分を吸収し，赤字省の財政を補助する）は依

然として働いているものの，自己裁量権のある地

方固定収入が増えたことにより，その機能が低下

したことは確かであろう。つまり地方は地方財政

の収入増加分について，中央へ上納してしまうよ

り「多収多支」（収入が多ければ，支出も多くする）

することを選んだからである。

1980年における新財政制度の実施の過程におい

て表面イじした矛盾は，この「多収多支Jに関連し

たものである。新制度の導入にあたって，それに

必要な法律が対応していなかったため，この乱用

がおとった。第1にすでに述べた地方基本建設の

過熱となって現われ，第2には，収入増に応じた

支出義務が履行されなかったことである。具体的

には次のような動きがあった。

新制度を導入すれば，中央の歳入財源が不足す

ることは当然予想できたことである。おりから19

80年の国家財政は， 80億元の赤字財政を組まざる

を得ない状況にあった。したがって， 80億元の支

出超過分は，その能力に応じ，中央と地方で分担

するはずであった。しかし結果的に準拠すべき法

律がないこ左から，地方がその負担を逃がれ， 80
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億元のすべてを中央が負うはめになってしまった

という。たとえば，大規模な海外からのプラント

導入によるプロジェクトについて，本来は受益者

負担の原則のもとに地方が負うべき道路整備，労

動者住宅建設など関連施設建設の資金まで，中央

が負担してしまったことがあげられている（上海

宝山製鉄所プロジェクトもそのケースの一つ）。

以上の経緯から， 1980年決算の 121億元の支出

超過の大部分は，中央財政の出超分からなり，こ

こから地方財政は豊かになり，中央財政が危機に

陥るという事態が発生することになる。

1981年からは次のような措置がとられることに

なった。

地方財政余剰分の使用を少なくとも半年間凍結

する。つまり「多収多支」に歯止めをかけるわけ

である。この余剰分のうちの加億元を中央が借り

入れ，赤字の補填の一部とする。

閉じく50億元の国庫券（国債一期間10年，金利4

%〉を発行，主として地方政府と企業に割当てる。

四川省では2億元を引受けることになった。

基本建設は，国家全体で1981年当初予算規模を

大幅に削減（550億元を300億元へ〕することとし，

このため1980年12月に建設中の全プロジェクトを

ストップさせ，継続，中止，延期，規模縮小等の

可能性について審査を始めた。

プロジェクトに対する審査は， その管轄に応

じ，各行政レベルで行なうが，最終的な批准（認

可）は，中央の国家計画委員会と財政部が行なう。

1980年の「画分収支，分級包幹J体制への移行に

よって地方レベルのプロジェクトに関する批准権

は，地方政府の財政庁にあることになったが，こ

れは暫定的措置として停止させる。

地方財政の予算外資金管理に対して，中央の監

督を強め，改めて資金管理に関する規定を設け
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る。

「経済調整j強化により，経済体制改革のテン

ポを遅くするが，調整に有利な改革はおし進め

る。たとえば，企業の基本建設投資の財政からの

供給制をやめ，銀行（建設銀行〉からの融資にきり

かえる方針は予定どおり実施する。なぜならば，

融資には金利がつくため投資の抑制になるからと

いうのが中国側の説明であった。

3. 物価問題

次に中国側の強調するインフレの脅威について

検討してみる。

1958～61年の期間を除き，長期にわたり物価安

定を維持してきたことから， 1情。年の6%という

物価上昇率は黙認できるものではないという。し

かし筆者の印象では，危機感は単にとの6%とい

う上昇率だけにあるのではないと思われる。

中国側の意見では， 1980年の物価統計の計算に

は難しい問題があるという。その意味は次のこと

を指す。

1978年以来，日用消費財を中心とした自由市場

が復活した。自由市場価格は国営商店価格に比べ

れば10～20%高（副食品のケース〉となったものの

その流通量は1979年で商品流通量の2%程度を占

めるにすぎなかったため（注10〕，物価に与える影響

は軽微であった。しかし1980年には消費財の自由

市場のみならず，売手と買手の吏渉で成立する協

議価格（これは議価と呼ばれる〉商品が大幅に増え

ることになった。

議価による商品流通には，合法的なものも非合

法なものもあり，実態を把援できないという。こ

こから公定価格と議価との加重平均のつけ方が難

しく，統計作業が困難となるということである。

1980年の6%の物価上昇率は，以上の背景から

すれば，その信頼に値する数字とはいいがたい。



むしろ危機とは，国家統制外の商品流通がj急速に

拡大し，価格体系に大きな混乱が生じており，物

価の実態そのものを把握しきれないということに

あったと思われる。

(1) 市場流通の実態

中国側の推計では，商品小売総額のなかで市場

調節により実現した部分は， 1979年で35%,1980 

年上半期で30%を占めたという悦11〕。

この市場調節の中には，価格統制が徹廃され自

由取引された部分と，価格は公定価格で、あるが，

閣家の買上げた分以外の余剰商品の流通，価格が

・定の範囲内で協議で決められる部分が含まれ

る。実際にはこれ以外にさまざまの非合法な流通

ルートがあるわけで，この部分こそが一番の問題

であろう。商品流通の実態把握が難しいのは，従

来は非合法な闇取引に属した流通が，かなり合法

化された結果，合法と非合法の境界が暖昧になっ

てきたところにあ九う。

具体的なケースを紹介してみよう。

く三類物資の中の～・部を自由価格としたこと＞

1979年11月，農村の副業生産物，手工芸品，雑

貨等1万以上の品目について，価格統制が撤廃さ

れた。これらの流通量は全国小売総額の加%を占

める（沌13）。

＜農産物流通の多様化＞

1979年末から人民公社員は国家への供出義務

（超過供出義務を含む〉を達成した後， その余剰食

糧について市場で売るととが認められるようにな

った。食糧は従来から一類物資であり，その価格

は統制されてきたが，これによって事実上二重価

格となった。また食糧作物以外の雑糧（緑豆，黄豆

など豆類が中心〕など一部の二類物資は，国家の統

一買付け対象から外され，公社員ないし生産隊

中国経済の「調整Jc「改革Jについて

は，国家との契約を結び売ってもよいし，その価

格〈議価〉が不満であれば，自由市場で販売しても

よい。

以上の農産物の流通量は大幅に増えたようだ。

たとえば1979年の食糧生産量の対前年比増加分に

ついて，その国家頁上げ分と公社員の留保分との

比率は16対84であった（注14）。 1979年以来，国家が

買上げ計画量を減らしている反面，市場流通分は

逆比例で大幅な伸びとなったといえる〈注15）。

しかしこの実態もよく掴めないのは， 1蝿0年に

非合法な流通がかなりにのぼったからである。つ

まり公社員なり生産隊が生産量を低めに申告する

ことによって，供出義務割当て量を減らしたり，ま

たは割当て義務が宋達成であるにもかかわらず，

その農産物を自由市場で売ったりすることであ

る。この傾向がかなり蔓延していたことは， 1980

年12月に，公社員が自由市場で食糧を販売する際

に，供出義務達成の証明書を必要とするという通

達が中央から出されたことから推則できる。

農産物市場を構成する大きな部分として，自留

地での生産物の販売がある。都市の副食品自由市

場での商品の圧倒的部分は近郊農民の自留地生産

物からなる。

成都で参観した策橋人民公社では，自留地の規

模は1976年以前に全耕地面積の7%にすぎなかっ

たが， 1980年に12%に達した（注目〉。との結果，社

員一人当り年総収入の4分のlは自留地での生産

物の販売収入からなっている。

一般的に農村における商業yレートには，供鮪合

作社（購版協同組合）と「集市Jの二つがあり，う

ち，前者が圧倒的なシェアーを占めていた。 1980

年，重量置での農産物流通の中で，前者はわずか32

%を占めるのみであった。

全国3万7000あまりの農村「集市Jの中の206
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「集市」に関するサンフ勺レ調査では，そこでの農

副産品の取引額は1979年比37.4%増であったとい

う〈出7）。

＜生産手段の商品化＞

先にあげた農産物や日用消費財が市場流通に入

ってきただけでなく，国家の直接分配の対象であ

る生産財も市場流通へ入ってきた（従来，これは商

品とはされなかった〕。

国家計画に入る重要生産財も，企業が議価で販

売できる（一応国家計画任務を達成することが条件〉

ようになった。さらに相当数の統一分配物資が，

その対象から外された。

全国的な数字は不明だが，四川省当局者の説明

では，従来省が統一管理，分配を行なっていたお6

品目の生産財に関し， 1開0年はそれを56品目に削

減した。 300品目の生産，販売，価格については，国

家はその生産企業の判断にゆだねることとした。

企業の自己販売が拡大していけば，事実上公定

価格はあってなきがものとなる。 1980年には，飛

行機と大砲以外すべて議価がまかりとおったとい

われ，これを公的な商品小売総額に含めるとした

ら，膨大な規模となろう。

(2) インフレの実態と背景

1979年来のインフレの原因について中国側の説

明を筆者なりに整理してみると次のようになろ

う。

① 投資の過熱

すでに述べたように基本建設投資がいきすぎ，

資材供給を逼迫させ，その価格高騰を招いた。

② 過大な所得向上

賃上げ，奨励金支給，さらに農産物質上げ価格

引上げ（1979年3月から20%，超過分団%）が，膨大

な過剰購買カを生み出した。さらに農産物質上げ

価格引上げにより，消費者価格との価格差補助の

56 

ための財政支出が増加した。

⑤ ①と②が大きな財政負担となったことによ

る， 8種の副食品小売価格引上げ

1979年11月1日から，豚肉，牛肉，マトン，家

禽，卵，野菜，水産物，牛乳について平均25%引

上げ。 1980年の副食品小売価格が13.8%上昇とい

うのも，大部分はこれに帰国する。

④ 木材，右炭，小型鋼材，銑鉄，竹材など，

価格体系是正の必要からその価格引上げ。

⑤ 以上の①～④までの要因は，製品のコスト

プッシュとなる。ここから公定価格品であるか否

かにかかわらず，議価商品として事実上この負担

を製品価格に転化することになる。

①～⑤までの要因を総括すれば，インフレの直

接的要因はなによりもまず国家財政上の要因によ

ってひき起こされたことといえる。よくいわれる

ような自由市場が物価の撹乱要因となったとは必

ずしもいえないと思われる。

中国側の説明でも公定価格と自由市場価格の聞

の高低はかなり地域差があり，農産物の供給力の

豊かな所では，逆に自由市場価格の方が低いケー

スもあるという〈注18）。

1979年11月副食品価格の引上げ以降，各地で一

時的に副食品の公定価格の方が高〈なり，これが

刺激要因となり，その後，自由市場価格がはね上

がったといわれる。

財政インフレに加え，もう一つ指摘できるのは

計画インフレともいうべきものであろう。

中国は過去10数年来，一切の物価と賃金を凍結

させることで，物価の安定を保ってきた。しかし

長期にわたり価格を固定すれば，当然，いわゆる

価値と価格の講離が拡大する。

企業が生産すればするほど赤字を累積するよう

な製品の価格体系のゆがみを温存したまま，市場



中間経済の「調整」と「改革」について

議4褒人民公社員に対する家計調査

(1）総収入および純収入① (3) 食糧消費量②③④

I 1978年 I 1979年

一：弘宇井一手た開閉包間宮F
~}I '1f·~j？山r:：，~，~
(4）現金収入・支出⑤竜

I 1978年 I 1979年

(2) 平均生計費 ｜金扇IT一面rw1年記
I 191s年 I 1979年 現金収入にで；－60.6 77.8 128.4 

57.3 I 72.7 126.8 ト金額i構成刷亙扇落成雨前年比 現金支出
一一一一一←よi孟2.J（弘川島） J ('X,l I (o/c,l …一 一－－－ " 
食 料 費 I1s. 11 67.刊 861 ti:-l.91109.九 (5）商品消費と自給消費
被服費 I14 .11 弘司 17.61 此 111此 7 I 191s年｜ 即 9年

住 居 費 I,l.71 :l.2! 1. 11 5. 11 2os.1 ｜金胃繭面｜金羽扇面比較
日用品費 I7.61 o.6 11.11 s.311必.1 一一 【←ー l ＿（~＿l___(_%_U（号1 日？のl〔？弘
光熱費 Is.21 1.1 s.81 6.21101.2 商品消費 I44.s41 38. 11 58.お 43.31129.9
主ヒ七ピス支出 3.21 叫 3.7] 2.8: 115.6 自給消費］ 68.0れ8い 56] 53.9 1伺 6
計： 1~6~~「而：－；；；：＠~ I, ii =_!El主厄I~~~－~

（出所〉 『人民日報』 1981年1月3日。『資料日中経済』日中経済協会 1981年1月号より転載。
（注〉 国家統計局， 1979年の農村公社員に対する家庭経済調査一一全国の4佃県， 1万282戸を対象。
① 純収入額は総収入額から家庭副業の生産費を控除し，納税額を差し引いた額。
②食糧（もみ〕のうち，米，小麦は17kg増。
⑨ 主要副食品のうち，油，肉，卵，酒は10%以上増。牛肉，マトン，魚，エピ，野菜は減少（数量）。

④ 金額で副食品の伸びが主食を上回ったことは，食糧の質の向上を示す。
⑤ 1979年初めの1人当り手持現金は9.87元だったが，年末には13.02元（3.15元増， 31.9%増〉。

⑥ 以下の資料は， 11省・市・自治区の5,385世帯の調査資料による。

減通を導入すれば，製品価格がはねとるのは必然

であろう。

最後に同じく計画メカニズムの不整合さからひ

きおこされる問題として，消費財の供給のたち遅

れが指摘できる。

大衆の大幅な所得向上は，必然的に消費パター

ンの高度化をひきおとす。第4表の人民公社員に

対する家計調査で示されたように，食費のウエイ

トが依然として高いものの，ここし 2年には変

化がみられる。つまり全国的な傾向としていえる

ことは，家計支出の優先順位が従来の食料品，衣

類，日用品の順序から，日用品，衣類，食料品と

変わってきたことである。しかもその志向がより

中・高級品に集中してきた。たとえば， 1980年の

生産増加率の著しかった品目とその増加率をあげ

てみる惜19）。

ラジオ 2870万台， 220%増（保有量は1億1回0万

台で，人口10憶として5.5人にl台〉

テレビ244万台， 83.8%増（保有量700万台で143

人に1台〕

腕時計2250万個， 28.9%増（保有量1億2700万個

で7.87人にl個）
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「1転車1299万世f,28.7%削（保有主主9抑】万台で

10.5人に1台）

ミシン 766万台， 30.6%増〔保有量4570万台で22

人に 1＃〕

化繊 37%増

1980年のこれらの購買量増加率の報道はない

が，多くの都市，農村で品不足のため，予約購買

制になっているといわれる。

(3) 物価対策

物価高騰が一帯激しかったのは， rn朋年秋頃と

いわれる。

印刷）年12月初，国務院は物価抑制に関する通達

を発布した。それによると， 12月7日以降，一切

の商品価格値上げを禁止した。議価商品につい

て， 7日時点の価格水準を上まわるこ左を厳禁，

議価品目の範囲の遵守など物価凍結令が出された

仇 20〕。この通達にもとづき，各地で「物価検査団J

が組織され，値上げや投機行為の取締りがおこな

われ，一切の製品価格の変更は，各地の「価格管

理委員会」の同意が必要とされることになった。

問題の根本は，過剰購買力の存在にあれここ

から，第1に各企業の奨励金乱発を抑制するた

め，監督機関による監視が強められることになっ

た。

第2には貯金への吸収である。現在，都市の預

金総額278億元の80%以上が定期（半年， 1年， 3

年， 5年〉といわれる（住21＼この高い定期預金率か

らすれば，財政危機なり過剰購買力を心配しなく

ともよさそうだが，たんす預金がかなりあり，そ

れが問題だという芦も中国で聞かれた。

1979年 4月 1日に定期預金金利を平均20～26%

引上げたが， 1981年 4月 1日と 7月 1日にも金利

引上げが予定されている（定期と普通預金で平均20

%以上〉位22）。その他宝くじっき定期預金もすで
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に地方で実施されている。

(ttl) 『人民日報』 1981年元旦社説。

（注2) 『経済導報』香港 1981年1月28日号。

（注3) 『人民日報』 1981年1月9目。

（注4) 1979年の全国職工総数は約9500万人，うち

同？ミ’企業職工が 7450Jj人，集団所有制企業が加国7j

人，対紛が実施されるのはこの74&)Jj人の40%，つま

り29加万人に対してと思われる。

(ii: 5) 『工人日報』 1980年11月 15~1N論員論文。

なおプロジェグトの規快は投資額によって分けられる

が，大型，，，，型l，小型にl刻する投資'Kl'（の灰分tittJJ!imに

されていない。

0主6) 1970年代初期，海外のプラント碍・入にまつ

わる， ローカノレコスト費は外貨1ドルに対L4 71よであ

ったという（『人民日報』 1980年7月281:1劉礼欣論

文）o Jil近では 7元必要であると主張されている（『光

明li機』 1981年1月10日）。導入したプラントの規終

肢体i水準の進いさらにインフレの要肉だけでは説明で

!! t;. L、，巧初ω必要経費見積りを過小申告寸るのは・Jr;

:fl_; f:段であるというのが筆者の見解である。なれl()ff'-

llfiに印ω万元の予算で着工され，その後再三にわT：る
追加l要求で， 1979年初期に総投資額が 1億回∞万元に

i主したが依然として完成しないビニロ γエ場に関する

ノレボ（『毎日新聞』 19sur.4n1111辻特派員）は小唆

的Eある。

11油化学プロジェグトの事前調査に関しては，次の

ような事実があった。中国側の説明では1978年にた型

fiiJIJ化学プラントを導入した際には，毎年100Q7jトン

すつのイli hl1n>J'衿産するとの見通しを前提にしていたと

いう。しかし198Qf.ド時点で，今後1985年ぐらいまでは，

Jt'I ft:どころか，現状維持でさえ困難という見通しにな

った。油聞の老化により， N王子800万トン程度のfl然

減があり，その分をカバーするだけで犬変という。

(/1: 7) 『経済導報』喬港 1981年2月2511 周川

論文。

(It 8) 『財政広礎知識』北京 rl1同財政経済ti¥版

社 1979年4月 73TI。
(i'l9) この経緯については，次の資料が詳しL、。

藤本昭「中閣の財政管理制度の改革J（『経済学研究』

〔神戸大学〕年報27〔1980年〕〉；南部稔『中間の岡家

財政の研究』神戸商科大学学術研究会 1981年。

（注10) 「日中経済協会調査委員会訪中代表団研究

交i紅録J（『日中続報』 No.136 [I中経済協会 1980 



fド3月） 45ページ。

（注11) 『経消導椴』再活 1980'112JJ1711¥J #ii: 

江論文。

（注12) すべての商品l土3種類に分知される。それ

そ国民経済に与える京要度に応じてa十・顛（中央で甘；
中管用！する需要商品〕第三類中央で治相1調泌を1it；白1

一般商品，第三野l（残りの寸へて〉と分けていろn

(IJ:13）新幌ti: 1979flll)]lll0 

(ltl4) 『人民日報』 19801['.8月30i-1。

（注15) 阿家ri:上ff泣l土1979年に対前年比50億斤

(250万ト γ〕滅。 1980午の計一間最も1979年比減であ円

た。中共中央の「段業発展を速めることにつL、ての，n
lのliiJ題の決定」 (1979午9JJ 28 Fl, ::Hll WJ 4 •11 令：会

で決定， 『人民日報』 1979年lOJJ6日にもとづく〉。

（注16) 段近の中央の Jjjj-では， Ji明l1L/lfrt背負！WI〔包

厳JIJTゴ）をや円ていなL、所でlt，ノ＇I＇.産隊幹 1地iru積の15

%まで「li有地ないしft,，］料j也をIll;大してlミL、ことと I(っ

た。 『人民11報』 1981年4月611 0 

(Iヒ17〕 「人民l.l報』 1981年2)18 II。

(/l:18〕 7ニEえ：J1980年に北京では米 l斤（0.5キ

ログヲム〉あたり，公定で0.2元，日 ill市場価mで0.4
元となっていた。これに対L安微帯？ではi並に白 1!1i!T場

｛而械の1iが吸いので，段I(は同家』こ超過nI・.・げを要求
しているといろ。

北京市の副食品「IR1市場価格 (1979年3刀～11月干均）

I II 巾市場 l 閣常向山

一号米 1斤 I o.3～0.37元 I 0.213見
活鯉魚 1r, I l元 O目98芯
羊肉 l 斤｜ 1.5-1.3元 : 1元

〔出所〕 『T人11報I1980年1月14日ロ

（注19) 「中国ttt貿報」ー…『打経産業新聞』 1981

{f 3月2口上り。

（注20) 閃務院の物価抑制に関すろ通達（『人民n

報』 1鈎O年12月8日〕。

（注21) 『経済導報』禿港 19814'・ 1月21日号 乍

書回論文。

m.22〕／，1}_1てn

H 企業改革の状況

1978年7月，国務院が国営企業の管理体制改革

に関する五つの文献催日を公布したことを出発点

として，企業自主権拡大の動きは急速に広まっ

中同経済の「調幣！と「改，＇（，」について

たの

1978年10月，四川省の6企業で実験が始められ

（これを試点企業と呼ぶ〕，以来，チベットを除く全

開各省，市，自治区で試点企業が設置され， 1980

年6月末時点で，その数は6600あまりに達した。

試点企業の全国営経済に占めるウエイトは，企

業数で16%，工業生産高で60%，利潤の70%であ

った。かなり規模の大きい企業が中心であったよ

うだ。

その実績について，次のような統計がある。全

国試点企業の中の5777企業（損益自己負担制の企業

を除。全体に関する 1980年実績は，

工業総生産額 6.8%嬬

実現利潤 11.8%糟

国家への上納利潤額 7.4%増位2)

工業生産額では1980年の全国平均8.7%より低

いものの，上納利潤については，全国営企業で19

80年は1979年比マイナス1.3%であったことから，

かなりの伸び率といえよう。

企業自主権拡大の内容は，中央の文献が規定さ

れているため，大体同一の内容をもっ。

概略は次の6項目である。

①企業の計画外の生産と製品販売の自主権

②利潤の企業内留保権

③固定資産減価償却基金の企業留保率引上げ

④部分的な対外貿易権

⑤職工に対する奨励金（ボーナス）支給や処罰に

関する自主権

⑥企業内の職工代表大会による民主的管理

その他流動資金と基本建設投資の銀行貸付制を

含むこともある。

利潤留保の方式には，いろいろなやり方があ

り，大きくわけて四川方式と上海方式があるとい

われる世幻。

ラ9



以下において，四川省での企業改革の見聞の結

果を紹介する。

1. 四川省におげる企業改革の経緯

四川省は，農業生産体制改革（生産請負制の導入〕

において先鞭をつけたと同様に，企業管理体制改

本についても全国に先がけをなしたモデ、ル省であ

った。

ではなにゆえに四川省が選ばれたのか，また改

革の必然性があったのか，四川省のおかれた政治

的位置と鱒紫陽（四川省党委員会第一書記をへて現在

は首相〕の役割が大きな意味を持っていたことは

確かである。経済的意味としては次の上うな説明

ができよろ。

農業についていえば，中国最大の生産最を誇る

農業基地であった四川省農撲の生産状況は，中国

全体の農業生産に対し，計りしれないほどの影響

を及ぼすことになる。しかし過去，一時期，農業生

産が大きな減産をみたことから，生産の回復は

杢上命令であった。四川省が生産体制改革を率先

してやるべき必然性はここにあったといえる

工業部門についていえば，それは「三緯建設j

の方針と密接な関連をもっと思われる。

「三線建設jとは，ベトナム戦争がエスカレー

トし始めた1964年頃から唱えられた産業配地に関

する建設方針であり，外敵の侵略に備え，内陸部

（第三線〉に工業力のE重点を移すべきだというもの

である〈注5）。

西南，西北地域が三隷建設基地となり，重工業

建設（特に軍事工業〉に勝大な投資が行なわれてき

た。

現在，四川省が保有する工業固定資産。総額は，

遼寧省についで全国第2位のウエイトを持つ。し

かし工業生産額の比重は全国のそれの5.1%にす

60 

ぎず（1979年〕，全国5位の序列となる。解放以来

固定資産保有額は急上昇したことに対し，全国工

業総生産額に占めるウエイトは逆に低下している

(1949年と1979年比較）（注射。

四川省にみられる固定資産額と実際の生産力と

の大きなアンパランスをどう理解すべきか，その

理由は二つあると思われる。第1は，軍事工業の

比重が大きいと思われることである。これは工業

固定資産額統計に合主れるが，通常の工業生産額

統計には含まれない。

第2は，輸送力（鉄道網〕，電力等のインフラス

トラクチュア，工業基盤の状況をとえて，過大な

重工業投資がなされてきたことが，投資効率を低

下させ，完成しでも操業できず過剰設備能力とな

っている部分がかなり多いということである。

四川の工業部門は， 1979年から，経済調整政策

の影響から，困難な状況に直面することになった。

四川省の工業のなかで大きなウエイトを占める重

工業部門（軍事工業を含め〕に対して国家から与え

られる生産計画ノルマが大幅にひき下げられたこ

とである。四川省計画当局者の話では過去1～2

年については，重工業生産能力の半分のノルマし

か与えられなかったという。

遊休生産能力が増えることは，企業の採葬を悪

化させ，財政収入減と赤字補填支出の増加を招

く。

四川省が全国に先がけて企業自主権拡大を実施

した経済的必然性はここに求められよう。過剰設

備の活用を強いられたため，企業の計画統制外の

自主的活動を大幅に広げることに四川省工業の活

路を求めたといえよう。

四川省の企業自主権拡大の実験は， 1978年10月

から次の6企業で始められた位7〕。

成都無縫鋼管廠（シームレスパイプ工場〉，四川化



工綴（日本の東洋エンジユアリングからプラン卜を導

入した尿素肥料工場〉，新都県須肥廠（寝索肥料工場〉，

寧江機床厭（工作機械工場），南充織糊廠（綿織物工

場）。

この6企業での実験の成果をふまえ， 1979年に

は試点企業を 100企業に拡大した。これらの企業

は84の地方企業と16の財政権が中央に属する企業

（「双重領導企業Jと呼ばれる〉を含み，分野として

は重工業から軽工業，輸送，郵便電信企業まで含

まれていた。

1979年， 100企業のうちの84の省営企業の実繍

は，工業総生産額で14.9%，利潤総額で33%，上

納利潤で24.2%の増加率であった。全省の増加率

は，それぞれ11.6%,21.6%, 14.16%の増加率

であったことから，かなりの成果といえよう。

企業自主権拡大の実験を始めた当初，これによ

って国家の財政収入が減るのではないかと心配す

る意見があった。しかしこの84企業全体の実現利

潤の分配では，平均してその92%が国家にk納さ

れ， 8%が企業に留保された（国家の企業に対する資

金供与分を差引くと実質で80対20の分配比率になる〕。

この分配比率で実現利潤自体が増えたため，財政

収入は大幅に増加したという。

1980年になると，試点企業は417企業にまで拡

大された。 1情。年から中央と地方の財政をわけ，

二級財政とした関係から，この417企業はすべて

省管轄下の地方企業のみであった。

この417企業の，全省の工業生産に占めるウエ

イトは，総生産高の70%，利潤総額の82%，上納

利潤の伺%以上という大きなものであった(I)8）。

1980年の 417企業の実績は，工業総生産高で

9.66増，利潤総額で7.43%増で，全省平均よりい

ずれも高い増加率と発表されている。しかし明ら

かに1979年の100企業の実績に比べ低下しており，

中国経済の「調撚」とr・L民不」について

上納利潤額の増加率に関する報道はない。

問題はこうした生産の実績より，成果の強調点

は次のような点におかれてた。

417企業の半数以上は重工業企業であった。こ

れらの企業は1980年に，国家からの生産任務を大

幅に減らされるという状況に直面した。この中で

各企業は企業自主権にもとづき，原材料の入手ノレ

ートを開発し，依託加工を行なったり，また製品

販売努力を重ね，白から，国家計画任務不足を補

ったことである。たとえば試点企業の一つである

重麗中南ゴム工場では， 1980年には国家からの生

産任務が全くなかったにもかかわらず，自らの努

力で対前年比9.56%増の生産高を達成したとい

う（注9）。

2. 企業改革の内容

1980年の417試点企業について，その方法の違

いに応じて，三つのタイプに分類できる。

①略称「14力条」または「小拡権jと呼ばれる

制度で， 57企業で実施。

②略称「12カ条jまたは「中拡権jと呼ばれる

制度で， 345企業で実施。

③略称「20カ条jまたは「大拡権」と呼ばれる

制度で， 5企業で実施。

以下において，その内容を説明する惟10）。

①「基数分成Jプラス「増長分成Jの方式と呼

ばれる。つまり当年の計画利潤指標（実際は前年の

完成利潤額〉または賃金基金総額（どちらか多い方を

選ぶ）の中から，企業の成績に応じ，一定の比率

で企業基金として留保させるものである。

具体的には，国家が企業に指令する「八つの技

術経済指標J（生産量，品種，利潤，品質，原材料・燃

料の消費量，労働生産性，コスト，流動資金使用量〉に

関し，以下の条件が付けられる。

08指標全部と製品供給契約を達成した場合一一
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5% 

0生産量，品種，品質，利潤の4指標と製品供給

契約を達成した場合一一3%

0上記に加え，指標達成が一つ増えるごとに0.5

%追加

以上が「基数分成Jと呼ばれるもの。さらに「増

長分成」とは，計画利潤を超えた分につき，それ

の一定比率を企業基金として留保できるもの。そ

の比率は業種別に異なる。

0利潤率の高U、電カ，石油などの業種は， 15'1',

0手lj潤率の低い石炭，軍事産業，農・林・牧業な

どは25%

0その他，機械，冶金，化学，軽工業などは20%

以上の「14カ条lの方式は，中央の手lj潤留保制

度に関する文献に示された内容に沿ったものであ

るが，留保比率は，地域によってかなり異なる。

ごの方式の問題点は，計画を超過達成すれば，

それに応じて企業留保分が増えるシステムである

ことから，低し、計画利潤であった方が超過達成し

やすいということになる。したがって企業はその

生産能力を低めに申告し，上部機関からできるだ

け低い計画利満目標を得ょうとしたりする傾向を

生むこと，または当年実績で計画超過分が多すぎ

た場合，翌年の計画利潤目標がひき上げられ，企業

の経済的メリットが減少してしまうことである。

「14カ条jのもつ欠陥から，その是正措置とし

て，「12カ条Jが新たに華場してくることになる。

②「利潤全額分成」の方式と呼ばれる。

これは計画利潤の最またはその達成度とは関係

なく，実現した利潤総額を一定の比率で企業基金

として留保させるものである。

四川省の方式では，各企業の1979年の分成比率

（つ士り実現利潤につL、て， 上納した分と企業で留保し

た分との比率〕をベースとして，これに業種差を考
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慮し， 1980年の分成比率とした。つまり利潤率の

低い業種には高く，手lj潤率の高い業種には少なく

という具合にであった。したがって業種によって

異なるものの，企業の留保比率は平均13%程度で

あった。

この分成比率は 3年間固定される。

「利潤全額分成」の方法によって「14カ条jで

指摘された矛盾は解消されたものの，新たな問題

が出てきた。

第1に企業はより大きな分成比率を得るため，

上級部門とこの比率をめぐって常に争うことにな

る。第2に， 「14カ条」方式とも共通していえる

ことだが，実現利潤があれば企業は利潤留保でき

るが，手I］潤が実現できず赤字になった場合には，

留保ができないだけで，企業自身は以前と同じく

何ら経済的責任を負うことがないことである。

国家と企業の利害をはっきり分け，企業により

社会的責任を負わせるためのより進んだ方法とし

て考案されたのが，③の「20カ条jである。

③「独立核算 自負盈種目 （独立計算制，損益I'!

己責任制）と呼ばれる。

従来の利潤上納制が廃止され，次のようなシス

テムとなった。

0所得税の支払い一一1980年における四川省の5

企業のケースでは次のような計算方法がとられ

ている。

総販売商一工商税ーコスト＝実現利潤

実現利潤＋基本賃金基金＋奨励基金
十職工福祉基金....・ H ・－－－③

主基本賃金基金＋奨励基金＋職工福祉基金
一） ＋新製品試作費十職工養成訓練費＋企業基金

上納利潤・・田・・・目・・・・・⑧

この③を「調整利潤」と呼ぶ。

1例年の（！×叫が19畔の所得税率とな

り，この税率は3年間変えない。



この計算方法を説明すると，中関側の説明でも

不明確な点が残るが，大体次のようなことであ

る。まず企業努力が賃金，奨励金，職工集団福祉

の面に反映されるように， コストから基本賃金基

金，奨励基金，職工福祉基金を除く。同じく従来

は国家財政から供給していた新製品試作費，職工

主主成訓練費を企業基金の中から支出することにき

りかえた。

所得税率を決定する際，分母に単なる実現手｜牌j

ではなくなにゆえに「調整利潤Jをもってくるか

につし、ては，先の計算式は簡略化すると，

利潤（賃金，奨励金，職工福祉費は号｜かれてν、なUうm

新製品試作費一職工養成訓練費一企業京金＝上納利潤

となり，見かけ上の上納利潤額はふくらむことに

なる。 したがってこれを分子とし，分母を前記の

利潤だけとすることはできず，賃金，奨励金，職

工福祉費を実現利潤の概念に入れ，同じく分母と

する， ということのようである。

以上の所得税率の決定方式は，法律による一律

方式ではなく， 1979年の各企業の実績をベースに

している。したがって1979年までに，利潤留保制

の下で良い企業成績をあげ，企業基金を増やした

企業（奨励金，集団福祉がそれだけ多かった）にとっ

ては，低い所得税率となる（分母が大きくなるから）。

出発点において，所得税率に大きな企業間格差

が存在することになるが， 四川省当局者の見解で

は新制度導入のための実験であるので， やむを得

ないことであるという。

0四川省の5企業の所得税率は， それぞれ，40%,

61 %, 66'X,, 69%, 78%であり，平均して63%で

あった。

固定資産税の支払ν、一一業種別に固定資産原価

に対L，その2～8パーミル（月平11)を支払う。四

川省5企業は2パーミルの税率となっている。

中国経済の「調幣」と「改氷Jについて

固定資産の減価償却基金はすべて，企業で留保

できる。利潤分成方式の場合は，

で留保した。

その60%を企業

「独立核算」制の5企業の企業会計を再度図式

イじすると次のようになる。

総売上高一工商税ーコストー闘定資産税

ニ利潤（粗利益〕

／粗利益＼

調整手I］潤（差す管室卜（義弘樹錨）一所得税
＼職工福祉基金／

／生産発展基金＼
也本賃金！凶＝企業基金i奨励碁金i1職工福祉基金l

＼予備基金／

3. 試点企業の具体例

四川省において参観した試点企業についてその

状況を紹介する。参観したのは次の企業である。

＜四川第一棉紡織印染廠〔成都）＞

1960年代半ばに建設された大型工場。織機2冊。

台で，全省紡織能力の3分の1を占める。奈染能

力年間卯∞万メートルで，同じく全省能力の50%

前後を占める。上納利潤は成都市軽工業部分のぞ

れの50%を占める。

職工1万4創的人，うち女工が60%,1979年に1(川

の試点企業のーっとなり，利潤分成を実施（①の

方法）， 1980年に損益自己負担制の企業となった

（③の方法）。

1979年以降の状況は次のとおり。

〔実績〕

総生産高

実現利潤

所

上納利潤

得税

固定資産税

1979年

1980年

1979年

1980年

1979年

1980年

1980年

15,173万元

22,001万元（45%矧）

3,147万元

5,999万元（91%増）

1,991万元

4,445万元

157万元
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1980年に鋼管生産量と実現利潤が減ったのは，

悶家からあたえられる生産計画指標が大幅に減ら

され，生産量の約半分を自己販売せざるをえなか

ったことに帰国する。

〔留成比率および企業基金の使途〕

1979年には利潤留成方式であったので，企業留

保率は計画利潤の5%（賃金総額の5%でもよいが多

い方をとる〉と，計画利潤超過分の20%分の合計と

なる。 1980年に利、潤全額分成に移行した。その際

の留保比率は， 1979年の実績に関する次のような

計算方式で決定された。

247万元

1,260万元

1979年

1980年

企業基金

〔所得税率および企業基金の使途〕（1980年）

約70%

40% 

30% 

20% 

10% 

所得税率

生産発展基金

職工福祉基金

奨励基金

予備基金

製
一
新
一
金

＋
一
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一
社
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この留保比率は14.6%であったが，国家の規定

では最低17%と決められていたので， 17%で計算

されることになった。

企業基金の使途は

50% 

20% 

30% 

生産発展基金

奨励基金

職工福祉基金

〔賃金および奨励金〕

職工平均年収は 1978年7'2J'>元， 1貯9年913元，

1980年988元。

1980年月収の内訳けは

50元（平均）

5元

［賃金および奨励金〕

平均年齢が低いため，1979年で平均月給45元。19

80年は53元（ベースアップ3元，物価手当5元を含む〕。

奨励基金は， 1979年約150万元， 1980年252万元

で，職工平均一人当り12～13元。

奨金額は，職工総数の6%で構成される「職工

代表大会」において決定される。

く成都無緯鋼管廠＞

1958年，ソ連の援助で建設，平炉と圧延，パイ

プ製造部門からなる。設計能力幻.5万トンで， 19

80年，鋼24.3万トン，鋼管21.9万トンの生産実績。

職工総数1万JOO()人で，女工が30%を占める。

1978年10月から始まった試点6企業のうちの一

つ， 1979年は利調分成（①）方式で， 1980年には利

潤全額分成方式（②〉を採用。

〔実績〕

長年，その生産実績が設計能力の20～50%程度

にしか違せず，赤字を続けていた。 1978年から生

産が回復した。

（単位：万トン〉

1980年1979年1978年

28 24.3 23.7 

23 

鋼生政滋；

鋼管生産量ま

く重慶市鐘表聯合公司（時計工場〉＞

1963年に設立， 1979年に，市内のいくつかの関

連工場，公司を併合し，聯合公司として成立した。

21.9 

（単位：万元〕

7,875 

783 

8,111 

1，筑ゆ

6,068 実現利潤

企業基金
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腕時計年産50万個，罷時計100万個の生産能力を

持つ。

報工 6600人

1979年に利調分成方式（①）を導入， 1980年3月

から損益自己負担制の企業となった。

〔実綴〕

1979年 19前年

総生産高 3,265万元 5,327万元

実現利潤 4幻.1万元 1,031.3万元

上納利潤 519万元

所得税 490.6万元

回定資産税 66.4万元

企業基金 56万元 432万元

〔所得税率および企業基金の使途〕

1979年は利潤分成方式であり，規定どおりであ

った。 1980年に入って損益自己負担制になってか

らの所得税率は， 5企業の中で最低の40%，企業

基金の使途は以下のとおりである。

生産発展基金 60% 

職工福祉基金 :m% 

奨励蒸金 IO% 

〔賃金および奨励金〕

基本賃金平均月47.15元（平均年齢29歳入この他

月5元の物価手当がつく，奨励金は1979年全体で

干・人当り150元（月平均12.5元入 1980年で169元（同

14.1元）。

4. 試点企業の問題点

試点企業にみる企業自主権拡大の実績につい

て，中央と四川省当局から全体的には高U、評価が

あたえられてレる。その反面，全国共通して指摘

されているのは，企業聞の格差がありすぎ，しか

も現行の価格体系のゆがみから，企業努力が直接

的に企業基金の多寡に反映されなU、，市場条件の

不備から，企業の自主権の方向が必ずしも生産的

中国経済の「調整」と「改革」について

なものとならない。たとえば奨励金の乱発，一斉

に価格が高く設定されている製品の生産に集中

し，過剰在庫となるなどである。

四川省の実験結果についても，類似した問題点

が指摘されている。

価格体系上の問題として，たとえば成都無縫鍋

管廠のトン当りパイプのコストは557.08元，出廠

価格（工場出し値）は1070元に決められている。重

量鐘表聯合公司の場合，腕時計l個当りコスト

22.15元，出廠価格62元，小売価格は80元に設定

されている。

これだけの高い利益率が保障されれば，企業基

金の留保額もそれだけ多くなる。計画利益率が低

く設定されている製品を扱う試点企業は逆に苦境

に立たせられることになる。

企業基金の留保比率は，利潤分成にしても損益

自己負担制にしても，すべて前年の実績をベース

にしている。重慶市鐘表聯合公司の場合， 1980年

の所得税率が40%と低いのは， 1979年の企業成績

が悪し上納利潤を少なくしてもらった結果であ

るという。成都無縫鋼管廠の場合，その高い利益

率はその出廠価格に帰国すると同時に，様料の天

然ガス価格（1リューベ当り0.8～0.9元〉がきわめて

安い結果でもある。っきつめれば，企業基金の多

寡は，上部機関のさじ加械に大きく影響されると

いうことである。

四川第一綿紡織印染廠と重慶鐘表聯合公司につ

いて，その企業基金留保額は損益自己責任制へ移

行した1鈍殉年に大幅に増えている。しかしこれは

利潤分成の時には，コストの中に奨励基金，職工

福祉基金を含めていたが， 1980年にはこれをコス

トから外し，企業基金からの支出としたという会

計処理上の変化による。こうした制度上の変化が

企業基金を脹らませて見せていることに注意すベ
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きであろう。

しかしこの参観した3企業は，その高い製品利

益率を保障されていることから，企難基金を大幅

に増やしたこともまた事実である。四川綿紡織印

染廠は価格の高いプリント地に生産を集中，全省

的に価格が安い中間製品たる綿糸，綿布の供給が

減ったという。また各企業はこの企業基金で奨励

金を乱発（省では一人当り月 5～8.5元をガイドライン

としていたが，実際はこれをはるかにオーパーしてい

る）したり，職工住宅建設に多大な投資をおこな

った。

全国的傾向として問題されていた。企業の基本

建設投資の過熱も同じく指摘されている。

企業自主権拡大と闇家の財政収入との関係が重

要である。企業自主権拡大は国家，企業，個人

（職工収入〉の三者に利益を享受させているといわ

れるが，はたしてそうであるか，事態はもう少し

複雑である。四川綿紡，重慶鐘表のような，製品

価格が高く，かっ需要の大な消費財生産を扱う企

業は，生産高の伸び率も高く，したがって国家の

所得税収入も大きくなる。

成都無緯鋼管廠のように，需要が落ちている製

品を扱っている場合，上納利潤額は具体的数字は

得られなかったが明らかに下降している。

重慶市の149試点企業に関する1980年 1～9月

の実績調査では，上納利潤の増加率で， 14カ条企

業で7.07%増， 12カ条で24.86%減， 20カ条で36.

24%増であった位11)。この原因は改革方法の遣い

からくるものではなく，明らかに生産対象品目の

違いにもとづく。

次に，重慶の12カ条企業のケースは，生産任務

不足で，総生産高も実現利潤も減少しているが，

逆のケースもある。成都無樋管廠では， 1980年の

パイフ。生産任務は1979年より減少したが，その生
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産量の約55%を自家販売（自鈎〕し， 1979年なみの

利益を確保した。

だが全国的にみて，企業の自家販売部分が増え

た結果，実現利潤と上納利潤（または所得税〉とが

必ずしもリンクしなくなった。つまり自家販売の

増大により実現利潤はふえたものの，上納利潤は

減少するという例がみられた。国家，企業，個人

の三者による平等な利益の享受という原則が崩れ

始めたといえる。所得税率の決め方も奉意的であ

るため，この新しい事態への対応ができなヤ。

先に述べたように， 1980年の四川省における

417試点企業の実績に関し，総生産高，利潤総額の

増加率の報道はあっても，上納利潤額に関する発

表がないことは，気にかかるところである。

四川省における企業自主権拡大の試みに関し，

そこでの多くの矛盾を指摘できるが，これも一つ

の過渡的状況からしてやむを得なし、ことと思われ

る。問題の所在，その背景を確認しつつ，基本的

な方向において誤りはなかったというのが，四川

省当局者の総括である。

1981年に入ってからの企業改革の方向について

は，あくまで中央の「経済調整J強化の方針にし

たがうことになる。

試点企業数は1980年までの417企業で止め，そ

の充実に重点をおく，企業に対し，その基本建設

投資に対する規制を強め，奨励金支給に関しては

上限を設定する。企業の自家販売活動に対する管

理を強め棉製品，腕時計など需要の大きな消費財

に関しては，自鈴部分を減らし， i童家買上げ分を

増やす，などがとられた。

しかしすべて引締めだけではない。調整に有利

な改革はおし進めるという方針にもとづき， 1981

年には日用消費財を中心としたごく一部の軽工業

と電子工業関係企業に対し，損益自己負担制を実



施させるとし、う。マクロ経済に対する影響は小さ

ヤが，需要の大きい業種である。

これは当初，四川全省で実施する予定だが，ま

だ中央の承認が得られていない。しかし重麗市に

ついては，すでに越紫陽首相の承認を得ていると

いう。

en 1) Ji:つの文献とは， 「同営企業l'J主権肱たに
関する規定」，「闘常企業の罪111問符i保実施に関する鋭

,ii」，「国営企業の同定資産減価償却費の使用改善に関

寸る判定鋭定」，「同位企業の固定資産税徴集に関する

断定規定J，「国営企業の流動資金額の銀行貸付実施に

｜刻する暫定鋭定J。全文は発表されておらず，「人民u
＃！」にその内’千年が部分的に綜介されくし、る。

（注2〕 以上ωデーターについては， 『人民日報』

1981"1' :-, JJ ti II, 『光明日報』 1981if-4月4日。

（注3) 全凶的状況に関する文献としては，藤本昭

「中出lにおける企業自主権の拡大J(IF共産主義と国際

代治』日本闘際lltl題研究所 1980年10～12月号）が詳

しL、。

(LL 4〕 四川告は，全国で故大の食純生産基地であ

り，食料や／，ii）食品を凶内のみならず海外にまで総出し

ていた。しかし（1然災害と政策的要凶から， 1975年か

ん食料輸入をせざるをえなくなり， 1976'.fj～には12億斤

(60万トン）を他省から輸入した。 1978年から政策の

1£化の影響もあって，自給を達成したうえ，備蓄を璃

やすことができるようになったという。

（注5) これに関するいくつかの断片的な報道があ

る（『光明日報』 1981年1月10日）。

(il:6) 全国工業生産高に占める四川省のウエイト

!;I:, 1949年5.2%,1965年6.2%,1970年4.3%,1975 

年4.8%, 1979年5.1%。これに関する詳しいデーター

は『，，，，主l，省別経済地理』 （丸山執筆分）日本貿易振

興会 1981年3J-J。
C/l 7) 以 f，四川省における企業自主権llh大の’夫

験に｜到する内科は，当軍省！のP.!l川省での1ri:核的ヒアリン

グによる他，次J）文献を参考にした。 『四川拡大企業

自主権試点経験』 四川省社会科学研究議 1980年；

『経済管理』 1980年12月号および1981年3月号； 『中

凶社会科学』双flfl] 19以）年第1則および第：1則。

(ii 8) 『工人Il報』 1981年3月10日。

（注9) 同上。

中国経済の「調整」と「改革Jについて

（注10) 中国側からの説明はなかったが，残り10企

業・は「腐損包幹」方式を採っている企業と恩われる。

これも企業自主権拡大の一つの方式であり，政策的赤

字企業で，財政補助を受けているところは，毎年補助

額確定後，節約によりこの補助額があまった場合，こ

の部分について企業が留保できるようにさせるもの。

（注11) 「重慶市拡大企業自主権試点的初歩調査J

（『経済研究』 1981年3月号〉。

皿残された課題

一一一まとめにかえて一一一

1981年から中国経済を「経済調整」再強化へと

導いた背景には，中国経済が「潜在的危機」を抱

えているという認識があった。これを生み出した

要因について，中国内にもいろいろな意見対立が

あった。

それは， 1979年来の財政赤字とインフレの原因

をどこに求めるかであり，ニつの見方が存在した。

第1の見方は， 1978年以来とられてきた諸政策

の基本方向自体に問題があったとする。つまり労

働者，農民に対する過大な所得補償が，国家の大

きな財政負担となった。過剰購買力の発生と体制

改革による地方と企業の自主権濫用が重なり，イ

ンフレを激化させたという意見である。

第2の見方は，労働者，農民に対する一連の所

得引上げは，労働者・農民に借りをかえすことで

あり（つまり過去の収奪のつけを返す入必要な措置

であった。むしろ国民所得の中の蓄積部分が消費

基金に比べ過大であり，特に財政支出にしめる基

本建設支出が約50%近くも占めるという構造こそ

が最大の財政赤字の原因に他ならない。また投資

の中でも，伝統的に重工業へ偏重してきたこと

が，今日の消費財需給のアンバランスをもたらし

インフレをひきおこす原因となったという主張で

あった。

67 



以上の両者の主張は，いずれも的をえており，

強調点の置き方が異なるだけであろう。たとえば

1979年の170.67億元， 1980年の120.9億元の支出

超過分は，基本建設投資を国家予算内に押えられ

なかった結果ともいえるし，価格補償や所得補償

により追加的財政支出増によって生じたともいえ

る。

真実は，両者の主張を合わせたところにあろ

う。つまり一方において，国家の歳入自体が1979

年以来減少してきている。主な理由は産業調整の

ため，重工業部門の生産計画指標を大幅にひき下

げた結果，企業の上納利潤額が減少したためであ

る。このような状況のもとで蓄積基金と消費基金

の両方が当初の国民所得の規模を上まわったこと

である。いいかえれば基本建設投資の削減計画が

実現できなかっただけでなく所得補償の増加額

も，当初の計画を上まわったこと，これこそが大

幅な財政赤字の要因に他なるまい。

両者の違いは，今後の工業化のテンポおよび近

代化のピゾョンをめぐる意見の違いがかちんでい

るものと思われるが，結果として後者の意見に軍

記があがることになった。この結末には毛沢東評

価をめぐる論争もからんでいたとみられる。

1980年末以来， 1930年来の経済建設の経験を総

括することが中閣の経済学界の主要なテーマにな

った。これは，過去の大躍進期と文革期～1970年

代の時期にみられた過大な蓄積率（投資率〉と重工

業基本建設投資への偏重に，今日の中国経済の抱

える諸矛盾の根源を見出そうとする政策潮流に沿

ったものであったの

1981年からの政策方向は，客観状況からすれ

ば，当然両者の意見を折衷したものとなる。計画

内，計画外を含めて基本建設投資を大幅に削減す

る一方，個人収入の4分の1程度を占めるにいた
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った奨励金にも歯止めをかけることである。

経済体制改革については， 1979年以来とられて

きた新制度（二級財政，企業自主梅）は残すが， こ

れ以上拡大せず，中央の統制を強める。

すでに述べたように「画分収支，分級包幹J体制

を元へ戻せば，問題の解決は比較的容易になる

が，改革の基本方向は正しいという中央の決定か

ら，これには手をつけない。それにかわって，行

政指導により中央統制を強化する方法が採られて

いる。

1979年， 1980年にみられた経済混乱の根源には

スターリンモデル，つまり過度な行政司令型経済

システムがあるという認識については，中国内部

において大きな意見の対立はないという。しかし

今後の方向に関しては，一方において体制改革を

おし進め市場メカニズムの活用に活路を見出すべ

きという改革促進の意見もあるが，結果として統

制の強化の方向が選択された。なぜなら中国は市

場メカニズムの利用についての経験が乏しく，む

しろ中央統制の方法に慣れているからという。

しかし今後，中央統制を強めるといっても，そ

れが危機の打解につながるという保障もない。地

方の小さなプロジェクトまで，中央が批准するこ

と自体，根本的に不可能なことであろう。情報と

利害関心の動機を適切に処理できないという中央

集権システムの最大の欠陥を依然として抱えてい

るからである。

価格統制を強め，国家の物資配分機能を：再び強

化しでも，計画が整合的（つまり 7 クロJI・耐とミケ

ロの実行計画が整合的）で，合理的（価格体系が盤fr

的〉であるという保障がなければ，集権経済につ

きものの闇経済を再び拡げるだけとなる。

根本的に中央ですべて意思決定を行なうことが

無理であり，計画でカバーできない部分につU、て



そこにおける合理的な選択が行なわれるよう誘

導するメカニズムが育っていないならば，過去の

「一統就死，一散就乱JC中央への統一を強めれば，経

済の活力が失われ，分悔化すれば混乱する〕左いわれ

た歴史が繰り返されることになろう。

企業自主権拡大の実態は，四川省の経験でみる

限り，それは国家の保護の下での「自主権jであ

り，その「成果jについてもカツコっきといえる。

だが企業自主権の拡大をやらないよりやった方が

よく，行政司令型経済の一角に風を通す試みとし

て評価されるべきであろう。

しかしこのような，不完全な企業改革でさえ，

これ以上進められぬという。

産業構造に大きな不均衡が存在し，物資の需給

関係がタイトな状況の下では，経済合理性より計

［商統制が優先し，市場機能に経済を委ねることは

中関経済の「調態」と「改革」について

逆にポーランドの事件のように大きな社会問題を

発生させる可能性があるというのが中国側の認識

であった。

中国経済の現状をみれば，この主張にもそれな

りの説得性があることは認めざるをえない。結局

のところ，中国経済の巨大さ，複雑さから，誰し

も決定的な解答を提示できない状況といえるので

はなかろうか。

1981年からの経済引締め政策の下にあって，評

価されるべき動きは，過去のように分権化で混乱

すると，すぐそれを清算主義的に否定し，集中化

へと機械的に移行するピヘイピアをとるのではな

く，改革の基本方向は正しいとの判断のもとに改

革の余地を残していることである。

（アジア経済研究所調査研究部〉
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